
構造改革特別区域計画 

 

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

宮崎県東臼杵郡椎葉村 

 

２ 構造改革特別区域の名称 

椎葉村どぶろく特区 

 

３ 構造改革特別区域の範囲 

宮崎県東臼杵郡椎葉村の全域 

 

４ 構造改革特別区域の特性 

（１）地勢 

宮崎県の北西、東臼杵郡の西部、九州山脈の中央部に位置し、東西２７ｋｍ、南

北３３ｋｍで、西側は熊本県に面している。総面積は５３７．２９ｋ㎡でその９４％

は森林で占められ、九州屈指の国見岳、市房山をはじめ標高１，０００ｍを超える

山岳が重畳し、これに源を発する耳川、小丸川が西から東流し、一ツ瀬川は北から

南に流れている。 

気象は、温暖地域に属し、平均気温１４．９℃、降水量２，４１４ｍｍの高層冷

涼多湿地帯で、日照時間は短く、降霜期間は１１月中旬であるが４月上旬に晩霜が

あり農作物に被害を与えることがある。積雪は北西部の五ヶ瀬町、熊本県寄りの山

岳地帯に多く、交通途絶もしばしばで寒気は厳しい。 

交通状況は、村域の中央を南北に縦断する国道２６５号、南部を東西に横断する

国道３８８号、中央より西に横断する国道３２７号がそれぞれ通っている。最寄り

の鉄道は、日向市にあるＪＲ日向駅で、村の中心部から約７０ｋｍ（車で１時間３

０分）の位置にある。 

 

（２）人口 

人口は、昭和３５年の１０，８７９人をピークに減少の一途をたどり、昭和６２

年１１月には、５，０００人台を割り込み４，９８８人となり、令和２年１０月に

至っては、２，５０６人となっている。なお、国勢調査による人口減少率は平成２

７年対令和２年比で１０．８％となっている。 

人口減少の要因は、林業の不振など、慢性的な経済情勢の悪化によるが、中学校

卒業者の進学や就職、少子化などにも起因している。また、高校生が自宅通学でき

ないことが、これに一層拍車をかけている。一方、一部Ｉ・Ｕターン現象も見られ

るが安定的な就労の場がないため、再就職で転出することが多く、依然として若年



層を中心とした人口流出が続いている。 

 

（３）産業 

 村土の９６％が森林で占めており、耕地面積が僅か１％にも満たないことから、

山林に依存する度合いが強く、林業を中心とした産業振興が展開されているが、近

年産業構造に変化が見られるようになった。 

平成２年に第一次産業４２．２％、第二次産業２２．８％、第三次産業３０．５％

であった産業別就業構造が、令和２年には、第一次産業３３％、第二次産業１８．

５％、第三次産業４８．５％となり、第一次産業から第三次産業への就業の移行が

顕著である。第一次産業の就業者数の落ち込みは、林業就業者の減少に起因すると

ころが多く、林業の不振や従事者の減少を示している。第三次産業の割合は増加し

ているが、観光業である宿泊サービス業については、高齢化や跡継ぎ不足により従

事者数の減少が続いている。 

 

（４）農業 

 令和２年農林業センサスによると総農家戸数は３８２戸で、このうち専業・兼業

農家数は２０８戸で全農家の５４．５％を占めている。また、全農家の６２％が、

経営耕地面積０．５ｈａ未満と狭小で、標高３００ｍ～１，１００ｍに散在してお

り生産性も低い。田の総面積は約６０ｈａで、ここ２０年ほどで４割減少しており、

稲作農家は１７０戸ほどである。 

近年は夏季冷涼な気象条件を活用した立体園芸が生産団地を中心に展開され、拡

大傾向にある。農家の動向として、平成２７年対令和２年の総農家戸数を比較する

と１２１戸減少しており、同農業者数で２３１人（△３２％）と減少が著しく、過

疎、高齢化、後継者の育成確保などが大きな課題となっている。 

  

５ 構造改革特別区域計画の意義 

本村は、雄大な自然をはじめとする巨樹巨木や棚田から、上椎葉ダム、平家伝説、

神楽や民謡ひえつき節といった伝統芸能、交流拠点施設カテリエと多くの観光資源を

有している。また、縄文時代より伝わる伝統的焼き畑農業を日本で唯一伝承しており、

平成２７年に国連食糧農業機関（FAO）が定める世界農業遺産に認定された。この資

源の機能を活用し、住民と都市との交流空間としての整備を進めるなど、その本来の

機能を生かした一味違った山地観光の振興を図っている。 

一方、旅館・民宿の高齢化や後継ぎ不足による観光客の受け入れ体制確保が課題と

なっており、サービス向上や人材の育成など、顧客ニーズに対応した魅力ある宿泊環

境づくりが求められている。 

本特例措置を活用し、本村域内でどぶろくの製造や提供が行われることにより、民



宿等を営む農業者の収入の安定化のみならず、６次産業化による新たなブランド創出

や雇用創出などにつながり、少子高齢化が進んでいる本村の地域活性化や都市部との

交流人口の増加が期待できる。 

 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

本村は、未来に渡って持続し続けるために「第2期まち・ひと・しごと創生椎葉村

総合戦略」を策定した。村民が「いきいきと働けるむら」を創るため、労働力の確保

対策や持続的な地域独自の起業創出と地域の魅力のブランド化、安心して働ける環境

づくりを推進している。また、世界中との「つながり・新しい人の流れ」を創るため、

「Ｕ・Ｉターン」の促進や本村とのつながりの構築のための関係人口創出に取り組ん

でいる。 

構造改革特別区域計画の認定を受けることにより、自ら生産した米を原料としたど

ぶろくを製造する農家民宿が増え、郷土料理の一品に加えて提供することで新たな観

光客誘致を目指す。また、農家民宿において、田畑や休耕田を活用した稲作等を農業

体験としてメニュー化し、また併せて本村の伝統農法の焼畑を紹介することで、食料

が生産されることの大切さやありがたみを肌で感じることができるような取り組み

を行う。どぶろくという新たな特産品を生産することで本村を訪問するきっかけとし、

交流人口の増加、農産物の地産地消、農業・観光の活性化することを目標とする。 

また、本村を代表する「椎葉平家まつり」のほか、イベント等においてどぶろくを

提供し、地域の魅力を伝えることで、更なる交流・定住人口の増加など、地域の活性

化につなげることを目指す。 

 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

（１）特区認定による農家経営の多角化 

現在は、民宿を経営している農家１軒が今回の特区認定を活用したどぶろくの製

造を計画している。他にも興味を示している事業者があり、５年後には２事業者、

１０年後には３事業者へと増える見込み。 

特区を生かして新たな事業への参入を行う農業者が増えれば村の活性化につな

がり、副収入としての定着が見込まれる。 

 

数値目標（単位：事業者） 

経過年数 現在 令和５年 令和９年 令和１４年 

事業者数 ０ １ ２ ３ 

 

 



（２）特区認定による新たなブランドの創出 

本村ではこれまで酒類製造者はいなかった。本村初となる酒類製造として、民宿

等を営む農業者が自家栽培した米でどぶろくを製造し、観光客に提供・販売するこ

とにより、本村の魅力ある新たなブランドとしてアピールが可能となる。 

 

 

数値目標（単位：リットル） 

経過年数 現在 令和５年 令和９年 令和１４年 

どぶろく 

製造数量 

目標 

０ ２００ ５００ １， ０００ 

 

 

８ 特定事業の名称 

７０７（７０８）特定農業者による特定酒類の製造事業 

  



別紙  

 

１ 特定事業の名称 

７０７（７０８） 特定農業者による特定酒類の製造事業  

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

構造改革特別区域内において、酒類を自己の営業場において飲用に供する業（農家

レストラン、民宿等）を営む農業者で、米（自ら生産したもの又はこれに準ずるもの

として財務省令で定めるものに限る。）を原料として特定酒類（構造改革特別区域法

第25条第１項第２号に掲げる酒類（以下「どぶろく」という。）） を製造しようとす

る者  

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

構造改革特別区域計画の認定を受けた日  

 

４ 特定事業の内容  

①事業に関する主体 

上記２に記載の者で、酒類製造免許を受けた者  

②事業が行われる区域 

宮崎県東臼杵郡椎葉村の全域  

③事業の実施期間 

上記２に記載の者が、酒類製造免許を受けた日以降  

④事業により実現される行為や施設などの詳細 

上記２に記載した者が、米（自ら生産したもの又はこれに準ずるものとして財務

省令で定めるものに限る。）を原料としたどぶろくの提供を通じて地域の活性化を

図るために、どぶろくを製造する。  

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

当該規制の特例措置により、特区内において、民宿等を営む農業者が、米（自ら生

産したもの又はこれに準ずるものとして財務省令で定めるものに限る。）を原料とし

てどぶろくを製造しようとする場合には、酒税法第７条第２項に規定する酒類製造免

許に係る最低製造数量基準が適用されず、酒類製造免許を受けることが可能となる。 

特例適用により、上記１の特定事業を行うことで、米の付加価値や新たな特産品「ど

ぶろく」の開発が可能となり、その効果により休耕田の活用、農業所得の向上が期待

できる。さらには、どぶろくを目当てに訪れる観光客の増加につながり、本村の地域

振興の一助となることが期待できる。 



なお、当該特例措置により酒類の製造免許を受けた場合も、酒税の納税義務者とし

て必要な申告・納税や各種記帳義務が発生するとともに、税務当局の検査や調査の対

象とされる。 

本村は、無免許製造を防止するために、制度内容の広報周知に努めるとともに、特

定農業者が酒税法の規定に違反しないよう、指導及び支援を行う。 

 


